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１ 人口減少・超高齢化の進行



⑴ 日本の総人口の将来推計（～2100年）

・日本の総人口は、2008年をピークに減少傾向にあり、2050年には約１億人にまで減少

1 人口減少・超高齢化の進行

⑵ 日本の年齢構成別人口の将来推計（～2050年）

（出典）国土交通省「国土の長期展望専門委員会最終とりまと
め参考資料」

（出典）国土交通省「国土の長期展望専門委員会
最終とりまとめ参考資料」

・2015年から2050年にかけて、生産年齢人口が2,453万人減少
・一方、高齢人口が454万人増加。高齢化率は約27％から約38％へ上昇



⑷ 全国の平均寿命の延伸（～2050年）

・全国の平均寿命は、2050年までに３歳程度延伸する見込み

人生100年時代の到来

1 人口減少・超高齢化の進行

（出典）国土交通省「国土の長期展望専門委員会最終とりまとめ参
考資料」

⑶ 宮崎県の人口及び年齢別人口の推計（～2045年）

・2030年には総人口は100万人を切り、97万7千人まで減少
・15-64歳の生産年齢人口は2030年には500千人に減少、2040年には50％を切ると推計

【参考】R2.10.1時点の宮崎県総人口 1,063,324人
（0～14歳:140,563人／15～64歳:568,278人／65歳以上:345,558人）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本
の地域別将来推計人口（H30.3月推計）」

（推計）（実数） （推計）（実数）



２ デジタル化・先端技術の進展

⑵ デジタル・トランスフォーメーション（DX）

・ＩｏＴ、ビッグデータ、人口知能（ＡＩ）、ロボット等のイノベーションが急激に加速
・国においては、「Society5.0」の実現に向けたＤＸの推進に取り組んでおり、自動運転、
遠隔診療、キャッシュレス決済等の活用に向けた様々な取組が進められている

⑴ 移動通信システムの進展 （出典）総務省「令和２年度情報通信白書」

・1979年の１G導入以降、約10年ごとの世代交代を経て、機能は大きく向上
・日本で令和２年から商用開始された５Gは、IoT時代の基盤として、様々な分野・産業で実
装されることにより、これまで以上の大きな社会的インパクトをもたらすものと期待

（出典）総務省「令和２年度情報通信白書」



２ デジタル化・先端技術の進展

⑶ デジタル化による社会の変化 （出典）令和元年度版情報通信白書（総務省）

・あらゆる分野・産業において、最新技術導入によるメリットを最大限享受するための構造・
意識改革が必要

変化に対応するためのデジタル・トランスフォーメーション

ICTの位置付けの転換

デジタル化によるＳＤＧｓへの貢献（イメージ）



２ デジタル化・先端技術の進展

⑷ デジタル技術活用を進める上で、先導的な役割を果たすことができる人材に必要なこと

⑸ デジタル技術の活用を担う人材確保の方法

（⑷⑸出典）JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査（2019）」
及び「ものづくり白書2020（2020年５月 経済産業省・厚生労働省・文部科学省）」

・外注、外部人材の活用ではなく、OJTやOFF-JTを活用し、自社でデジタル技術を活用でき
る人材を育成しようとする傾向が見られる

・デジタルそのものの技術・知識だけでなく、自社のを取り巻く環境に関する幅広い知識や担
当業務の知識が求められる様子がうかがえる



２ デジタル化・先端技術の進展

⑹ デジタル技術の活用理由 ⑺ デジタル技術活用上の課題

（出典）JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査（2019）」
及び「ものづくり白書2020（2020年５月 経済産業省・厚生労働省・文部科学省）」

国土交通省「国土の長期展望最終とりまとめ」より
⑻ デジタルとリアルが融合する地域生活圏の取組

・デジタル化の推進、リアルの充実に加え、両者を有効に組み合わせる取組を地域の特性に応
じて圏域単位で実施することで、個性ある多様な地域生活圏を形成

・選択肢の約半数が30％を超えており、
幅広い効果への期待がうかがえる

・導入の係るノウハウ、人材、予算の不足を挙げる
企業が多い傾向

(％)
(％)



２ デジタル化・先端技術の進展

⑼ ＩＴ人材の不足 （出典）経済産業省「ＩＴ人材需給に関する調査（平成31年4月）」

・今後、ＡＩやビッグデータ、ＩｏＴ等に対応した新しいビジネスの担い手として、「先端
ＩＴ人材」に対する需要が急速に増加すると見込まれる。

■ＡＩ人材の需給推計

（出典）経済産業省「ＩＴ人材需給に関する調査（平成31年4月）」

■ＩＴ人材の需給推計



３ 労働需要側の動向

⑴ 本県の求人、求職及び有効求人倍率の推移（H22～R２）

平成22
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平成23
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( ) 28,926 27,808 26,652 24,747 23,234 21,828 20,637 19,687 19,108 18,895 20,123
( ) 14,047 16,753 18,873 20,039 22,187 23,257 26,220 28,271 28,438 26,551 23,696
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（出典）県内：宮崎労働局、
全国：厚生労働省

・新型コロナウイルス感染症の影響などで、令和元年以降求人数・求人倍率が低下。
・令和３年６月の有効求人倍率（季節調整値）は1.33倍と緩やかに持ち直しているが、新型
コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に十分注意する必要がある。

⑵ 完全失業率の推移（全国、九州、宮崎）（平成22年～令和２年） （出典）総務省統計局
労働力調査

・本県は、全国や九州と比べて低い率となっているが、令和２年平均の上昇幅0.5ポイント
（全国0.4ポイント、九州0.2ポイント）は最も高くなっており、今後注視する必要がある
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⑶ 本県の県内総生産及び１人当たり県民所得の推移（H23～H30） （出典）平成30年度
宮崎県県民経済計算

・県内総生産及び１人当たり県民所得は、H30までは順調に推移きたが、R元年以降は新型コ
ロナウイルス感染症の影響が見込まれる。

①生産額(千円) ②従業員数(人) ①/②（千円）

H24 157,800,000 11,619 13,581
H28 201,500,000 12,412 16,234

H28-H24 43,700,000 793 2,653
増加率 27.7% 6.8% 19.5%
H24 774,300,000 98,427 7,867
H28 864,300,000 95,919 9,011

H28-H24 90,000,000 ▲ 2,508 1,144
増加率 11.6% -2.5% 14.5%
H24 2,394,100,000 340,435 7,032
H28 2,562,600,000 339,719 7,543

H28-H24 168,500,000 ▲ 716 511
増加率 7.0% -0.2% 7.3%
H24 3,344,500,000 450,481 7,424
H28 3,647,300,000 448,050 8,140

H28-H24 302,800,000 ▲ 2,431 716
増加率 9.1% -0.5% 9.6%

第１次産業

総計

第３次産業

第２次産業

【参考】生産額及び従業員数の推移（資料３－⑶・３－⑷を基にH24・H28を比較）
※独自算定によるものであり、あくまでも参考値

○算出手法
・資料３－⑶の「産業毎の生産額」と
資料３－⑷の「産業毎の従業員数」
を用いて、１次から３次産業の比較
を行った。

○推測
・第３次産業は対人サービス業、
医療福祉介護など労働集約型産業
が含まれており、生産性向上が難
しいことが推測される。

３ 労働需要側の動向

（億円） （万円）

（右軸）（左軸）



⑷ 本県の産業分類別事業者数・従業員数（民営）（H24,28） （出典）H24･28年経済センサス

・従業員数について、H28では、第１次産業2.8％(H24比0.2ポイント増)、第２次産業
21.4％(同0.4ポイント減)、第３次産業75.8％(同0.2ポイント増)

・全従業員数に占める割合が多いのは「卸売業、小売業(21.2％)」「医療、福祉(17.9％)」
「製造業(13.6％)」「宿泊業、飲食サービス業(9.2％)」だが、「医療、福祉」以外は、
減少傾向

比較増減
(H28-H24)

比較増減
(H28-H24)

総数(所) 構成比(％) 総数(所) 構成比(％) 総数(所) 総数(人) 構成比(％) 総数(人) 構成比(％) 総数(人)
合計  53,060 100.0%  51,475 100.0% ▲ 1,585  450,481 100.0%  448,050 100.0% ▲ 2,431

農林漁業  1,072 2.0%  1,105 2.1% 33  11,619 2.6%  12,412 2.8% 793

鉱業，採石業，砂利
採取業

15 0.0% 11 0.0% ▲ 4 117 0.0% 78 0.0% ▲ 39

建設業  5,618 10.6%  5,184 10.1% ▲ 434  36,455 8.1%  35,124 7.8% ▲ 1,331

製造業 3,155 5.9% 3,046 5.9% ▲ 109 61,855 13.7% 60,717 13.6% ▲ 1,138

電気・ガス・熱供
給・水道業

40 0.1% 61 0.1% 21 1,429 0.3% 2,232 0.5% 803

情報通信業  344 0.6%  311 0.6% ▲ 33  6,581 1.5%  5,383 1.2% ▲ 1,198

運輸業，郵便業 1,000 1.9% 901 1.8% ▲ 99 21,890 4.9% 19,784 4.4% ▲ 2,106

卸売業，小売業  14,380 27.1%  13,629 26.5% ▲ 751  96,565 21.4%  94,952 21.2% ▲ 1,613

金融業，保険業  915 1.7%  852 1.7% ▲ 63  10,762 2.4%  9,937 2.2% ▲ 825

不動産業，物品賃貸
業

 2,002 3.8%  1,864 3.6% ▲ 138  7,260 1.6%  7,102 1.6% ▲ 158

学術研究，専門・技
術サービス業

 1,874 3.5%  1,913 3.7% 39  8,544 1.9%  8,884 2.0% 340

宿泊業，飲食サービ
ス業

 7,538 14.2%  7,353 14.3% ▲ 185  44,800 9.9%  41,216 9.2% ▲ 3,584

生活関連サービス
業，娯楽業

 5,507 10.4%  5,205 10.1% ▲ 302  21,991 4.9%  20,079 4.5% ▲ 1,912

教育，学習支援業 1,557 2.9% 1,565 3.0% 8 11,883 2.6% 13,371 3.0% 1,488

医療，福祉  3,986 7.5%  4,633 9.0% 647  71,829 15.9%  80,139 17.9% 8,310

複合サービス事業  472 0.9%  457 0.9% ▲ 15  5,842 1.3%  6,045 1.3% 203

サービス業（他に分
類されないもの）

3,585 6.8% 3,385 6.6% ▲ 200 31,059 6.9% 30,595 6.8% ▲ 464

平成24年
活動調査

平成28年
活動調査

平成24年
活動調査

平成28年
活動調査

本県の産業分類別事業所数（民営） 本県の産業分類別従業員数（民営）

第１次産業

第２次産業

第３次産業

３ 労働需要側の動向

【参考】経済センサスについては、今年度調査が実施されるため、次期調査結果には新型コ
ロナウイルス感染症の影響が反映される見込み



⑸ 本県の職業(大分類)別従業員数(民営)（H24,29）

・「専門的・技術的職業従事者」「事務従事者」の数が増加。「専門的・技術的職業従事
者」については、特に女性の増加が顕著

・「販売従事者」「生産工程従事者」の数が減少。特に女性の減少が顕著

⑹ 本県の職業別有効求人倍率（常用：フルタイム&パート）の推移（H28～R２）

・令和２年度の常用の有効求人倍率（現数値）は、平成28年度比0.02ポイント減、令和元年
度比0.19ポイント減となっており、厳しい状況がうかがえる

【総数】 【男性】 【女性】

（出典）H24・29年度就業構造基本調査
（総務省統計局）

３ 労働需要側の動向



４ 労働供給側の動向

⑴ 本県の高校生県内就職率・全国順位の推移（H18.3月卒～R2.3月卒） （出典）学校
基本調査

⑵ 本県の高校・大学卒業後3年以内離職率の推移（H22.3月卒～H31.3月卒）

（出典）宮崎労働局
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高校卒業後の3年以内離職率の推移（平成22年3月卒～平成31年3月卒）

大学卒業後の3年以内離職率の推移（平成22年3月卒～平成31年3月卒）
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・令和２年３月卒業生については、前年度を0.1ポイント上回ったが、順位は45位となってお
り、全国的に域内就職の傾向が強まっている状況がうかがえる

高校・大学卒業生ともに全国平均を上回る離職率となっている
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全国

全国

宮崎県



（出典）総務省統計局「労働力調査（基本集計）https://stat.go.jp/data/topics/topi1192.html

⑶ 本県の女性の年齢階級別労働率の
推移（H19、H24、H29）

⑸ 全国の就業者数及び就業者に占める高齢者の割合の推移（H元～H30）

⑷ 本県の男女別、雇用形態別構成比の
推移（H19,H24,H29）

・25歳以上の全ての年齢階層において上昇傾
向が見られる

・女性の非正規割合について、若干の低下は見ら
れるが、依然として高い割合で推移している

・「就業者」に占める65歳以上人口の割合は上昇傾向にあり、平成25年（10.1％）に初めて
１割を超え、平成元年（5.5％）から30年（12.9％）で7.4ポイント上昇している

４ 労働供給側の動向

（出典）総務省統計局「就業構造基本調査（H19,H24,H29）」
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（出典）宮崎労働局「令和２年６月１日現在の障害者の雇用状況（民間企業）」集計結果

⑹ 障害者雇用促進法に基づく本県の障害者雇用状況の推移（H22～R２）

⑺ 県内の労働局に登録された障害者数（就業中の者）の推移（H28～R元）
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身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他の障害者 合計 H28 H29 H30 R元
6,020 6,288 6,636 6,858

176 207 248 292
発達障害者 40 50 61 88
難病障害者 105 120 144 158

高次脳機能障害者 2 3 4 6
その他の障害者 29 34 39 40

1,276 1,413 1,597 1,723
1,438 1,515 1,600 1,648
3,130 3,153 3,191 3,195

視覚 262 258 265 255
聴覚･平衡･音声言語･そしゃく機能 409 419 408 424

上肢切断機能 725 726 719 719
下肢切断機能 976 977 992 979

体幹機能 98 101 95 97
脳病変による運動機能 14 16 19 18

内部機能 646 656 693 703

合計
④その他の障害者

③精神障害者
②知的障害者
①身体障害者

各年度末の障害者数(単位:人)

1,335.0 1,414.0 1,411.0 1,524.0 1,601.0 1,691.0 1,719.0 1,693.0 1,784.5 1,835.5 1,886.0 

408.0 450.5 478.5 
539.5 569.5 587.0 594.0 613.5 662.0 695.5 675.0 

27.0 44.0 47.0 
80.0 120.5 

139.0 179.0 213.0 
329.5 342.5 423.0 
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1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

H22年度末 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末 R元年度末 R2年度末

身体障害者(人) 知的障害者(人) 精神障害者(人) 法定雇用率(％) 実雇用率(％)

合計(人) 1,770.0 1,908.5 1,936.5 2,143.5 2,291.0 2,417.0 2,492.0 2,519.5 2,776.0 2,873.5 2,984.0
法定雇用率(％) 1.80 1.80 1.80 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.20 2.20 2.20
実雇用率(％) 2.03 1.94 1.96 2.04 2.15 2.24 2.32 2.30 2.40 2.45 2.52
※上表・データは、障害者雇用促進法により障害者の雇用義務のある事業主（企業規模45.5人以上、法定雇用率2.2％）などからの報告を集計したもの。
※集計人数は、報告のルールに則って測定された数値であり、実際に雇用されている障害者の数ではない。
（ex.重度身体・知的障がい者はダブルカウント、重度以外の障害者で短時間労働者は0.5人でカウント、など）

・令和元年度末までの３年間で就業中の者が838名増
・約半数は身体障害者だが、増加率は精神障害者、知的障害者の方が高い
・近年、その他の障害者も増加している

・前年比110.5人（3.8％）増の2,984.0人となり18年連続で増加し過去最高となった
・障害種別では、身体障害者が半数以上を占める

（出典）宮崎労働局「各年度 職業安定業務統計年報」（労働局登録者のうち「就業中の者」の集計結果）

４ 労働供給側の動向
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⑻ 本県の外国人労働者数（在留資格別）の推移（H24～R２）

（出典）宮崎労働局「外国人雇用状況」の届け出状況まとめ（令和2年10月現在）

⑼ 本県の産業別外国人労働者数の推移（H28～R２）

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

⑤身分に基づく在留資格 223 265 299 364 395 423 461 474 523

④資格外活動 76 86 128 174 249 405 481 514 568

③技能実習 1,156 1,170 1,228 1,371 1,704 2,342 2,800 3,546 3,879

②特定活動 1 5 2 3 3 7 27 27 57

①専門的・技術的分野の在留資格 178 204 208 207 251 313 375 467 492

総数 1,634 1,730 1,865 2,119 2,602 3,490 4,144 5,028 5,519
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（出典）宮崎労働局「外国人雇用状況」の届け出状況まとめ（令和2年10月現在）
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・前年比491人増(9.8％増)
・増加率は前年度21.3％か
ら11.5ポイントの大幅な
減少

・技能実習が約7割
・増加率は特定活動111.1％
増がトップ

・「製造業」は、外国人労働者全体
の43.6％、外国人を雇用する事業
所全体の20.8％を占める

・「漁業」を除く全ての分野で前年
外国人労働者数を上回っている

４ 労働供給側の動向

(H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R元) (R2)


